
第 5 章：業務標準整備と新システム活用のためのトレーニング 

5.1. システム標準機能に合わせた業務プロセスの再設計 -Fit-to-Standard の徹底とア
ドオンの厳格な排除- 

業務プロセスの再設計（BPR）の目的は、システム（S/4HANA）の能力を最大限
に引き出し、同時に業務の複雑性を最小化することです。S/4HANA は、グローバ
ル企業のベストプラクティスが凝縮された標準機能を多数備えています。これに業
務を合わせる Fit-to-Standard のアプローチこそが、短期間での導入、低コストでの
運用、および将来的なアップグレードの容易さを保証する鍵です。 

BPR の提唱者であるハマーとチャンピー（Hammer & Champy, 1993）は、「仕事
のやり方を見直すのではなく、仕事のやり方をゼロから考え直すこと」の重要性を
説きました。特に ERP 導入においては、現行業務（AS-IS）を前提とせず、
「S/4HANA の標準機能が許容する範囲内で、いかに効率的で全社最適な業務プロ
セス（TO-BE）を構築するか」という逆算のアプローチが求められます。 

J-STAGE に掲載された「ERP と日本的経営の整合性」に関する研究（林, 2009）
でも言及されているように、ERP は本来、欧米企業のベストプラクティスをモデル
とした汎用ソフトであり、業務をグローバル標準化するものです。日本企業が競争
優位の源泉としてきた企業独自的な業務（非標準的なプロセス）と ERP の思想は相
反するため、国際競争力を高める戦略を選択するならば、競争力の決定的な要因で
ない業務には企業独自的なシステムを構築せず、ERP を導入してグローバル標準経
営を推し進める必要があることが示唆されています。これは、アドオンの抑制と標
準化の徹底が、単なるシステムコスト削減ではなく、経営戦略上の要請であること
を明確に裏付けています。 

 

5.1.1. Fit-to-Standard ワークショップの実行 

Fit-to-Standard（F2S）ワークショップは、業務プロセスの再設計における最も
重要な実践の場です。このプロセスは、例えるなら「オーダースーツの仕立て」
ではなく、「既製服（SAP 標準）に自分の体（業務）を合わせるための、精密な
ダイエットと筋力トレーニング」です。 

 

5.1.1.1. 参加者の選定と役割：権威と知識の融合 

ワークショップは、単なる議論の場ではなく、その場で決定を下す権限を持
つ者、そしてその決定が現場に与える影響を理解している者が揃わなければ機
能しません。 

⚫ プロセスオーナー（決定権者）: 経営層または部門長クラス。彼らの役
割は、現場の利害を超えた「全社最適」のレンズとして機能することで
す。彼らが不在だと、議論は必ず「うちの部門だけは特別」という個別
最適に陥り、標準化が頓挫します。 

⚫ キーユーザー（現場の代表）: 業務実態を最も理解し、標準プロセスが
現場に及ぼす影響を正確に伝える役割です。彼らは「痛み」と「実現可
能性」の代弁者であり、最終的な標準プロセスの「伝道師」となるた
め、ワークショップでの納得感が極めて重要です。 

⚫ プロジェクトチーム（ファシリテーター＆SAP 専門家）: SAP コンサル
タント、IT 部門。彼らは「標準機能という法の番人」です。S/4HANA
の標準機能、設定可能性、技術的制約を熟知し、議論がアドオンやカス
タマイズという泥沼に引きずり込まれないよう、厳格に標準へ誘導しま
す。 



 

5.1.1.2. ワークショップの具体的な進め方：3 段階の意思決定プロセス 

F2S ワークショップは、議論を迅速に結論へ導くため、以下の 3 段階のステ
ップを厳格に踏みます。 

1. 標準機能の提示と「衝撃療法」 
まず、AS-IS（現行業務）の説明から入らず、S/4HANA の標準機能が

どのような業務フローを想定しているか、デモを通じて提示します。 
⚫ イメージ: これは、キーユーザーに対し、現在の非効率な手作業を

一切含まない、洗練された未来の業務風景を見せる「衝撃療法」で
す。例えば、これまで何段階もの Excel 承認フローを経ていた購買
依頼が、S/4HANA の標準ワークフローではワンクリックで完了す
る様子を見せつけます。 

⚫ 目的: 参加者の思考を「現状維持」から「標準採用」へと強制的に
シフトさせ、「標準化すればこんなに楽になるのか」というポジテ
ィブな認知的不協和を生じさせます。 
 

2. GAP 分析と「逸脱のコスト」の定量化 
提示された標準機能に対し、キーユーザーは「このままでは業務が回ら

ない」という差異（GAP）を表明します。この GAP は、単なる「不満」
ではなく、「リスク」として文書化されます。 
⚫ 現場の主張の例: 「S/4HANA の標準では、製品 A の価格決定で、

製造原価の小数点以下 5 桁まで考慮できません。現状、5 桁目が
0.0000X 円でも、年間数十億円の誤差が出ます！」 

⚫ GAP の分類と原則: プロジェクトチームは、この GAP を以下の 3
つの選択肢に分類し、プロセスオーナーに裁定を求めます。 
 業務プロセスの変更（標準機能への適合）: 最優先。この場

合、誤差を許容するか、あるいはプロセス自体を変更（例：
ロットサイズを大きくして価格決定の粒度を変える）するこ
とになります。 

 システム設定の変更（カスタマイズ）: 標準機能の範囲内
（パラメータ設定など）で対応。アドオンではないため比較
的許容されます。 

 アドオン（新規開発）: 標準機能では対応できない場合。最
終手段であり、プロセスオーナーの厳格な承認が必要です。 

 

3. 意思決定と「アドオン・ペナルティ」の適用 
 アドオンの要求が出た場合、プロセスオーナーはその場で承認を保留
し、プロジェクトチームは「アドオン・ペナルティ」を定量的に算出して
提示します。 
⚫ コスト増: 開発費用の提示。 
⚫ 保守コスト増: S/4HANA の将来のバージョンアップ時に、このア

ドオンを維持・改修するために永続的にかかる工数（人件費）
を、具体的な金額と工数で提示します。 

⚫ プロジェクト遅延リスク: アドオン開発・テストに必要な期間の延
長を明確に示します。 

⚫ 裁定の具体例（製造原価の件）: プロセスオーナーは、キーユーザ
ーに対し、「この小数点以下 5 桁の維持が、将来的に毎年発生する
300 万円の保守コストと、カットオーバーの 3 ヶ月遅延に見合う
かどうか」を問いかけます。キーユーザーが「見合う」と主張した
場合、その費用対効果（ROI）を担保する責任がその部門に発生
することを明確にします。大抵の場合、この定量的なペナルティ



の提示により、感情的な要求は論理的な再考へと移行し、「誤差を
許容する」という業務プロセス変更（標準機能への適合）が採択
されます。 

 

5.1.1.3. 業務プロセスの再設計がもたらす価値 
⚫ 業務の「最適化」と「統一」: グローバルまたは全社レベルでのベスト

プラクティスを採用することで、部門間、拠点間の業務品質と効率のバ
ラツキを解消します。これにより、どの部門でも同じ品質で、同じ時間
軸で業務が遂行可能となり、相互補完性が高まります。 

⚫ TCO（総保有コスト）の抑制: アドオンは初期開発コストだけでなく、
S/4HANA のバージョンアップや法改正時の対応コスト（保守コスト）
を恒久的に増大させます。標準機能に適合させることで、これらのコス
トを抑制し、IT 部門のリソースを戦略的な分野に集中させることが可能
になります。 

⚫ データ品質の向上: 標準化されたプロセスは、自動的に標準化されたデ
ータの入力を促します。プロセスがバラバラだとデータもバラバラにな
り、分析（レポーティング）の質が低下しますが、標準化により、マス
ターデータやトランザクションデータの整合性が保たれ、経営の意思決
定精度が向上します。 

 

事例：旭化成の ERP テンプレート「AK-SATURN」 

化学・素材メーカーである旭化成は、大規模なグループ全体での ERP 導入に
おいて、徹底した業務標準化を推進したことで知られています。彼らは、グル
ープ全体の共通プロセスを組み込んだ「AK-SATURN」という独自の ERP テン
プレートを構築し、各事業会社への展開を強制しました。 

⚫ 標準化の徹底: 旭化成は、各事業会社が独自の要件を主張する「部門最
適の罠」を避けるため、「テンプレートへの適合」を原則とし、アドオン
開発を極めて厳しく制限しました。特に会計や管理会計といったバック
オフィス機能においては、ほぼ 100%の標準機能採用を目指しました。 

⚫ 成功の鍵：ガバナンスとチェンジマネジメント: この標準化を支えたの
は、プロジェクトガバナンスの徹底です。テンプレートからの逸脱要求
が出た場合、事業会社のトップとグループ全体の経営層が参加する裁定
会議で、全社最適の観点から厳しく審査されました。これにより、「この
プロジェクトは本気であり、個人的な利便性のためのアドオンは許され
ない」というメッセージが現場に浸透しました。 

⚫ 効果: 統一されたテンプレートにより、M&A 後の新規事業のシステム統
合期間が大幅に短縮され、全社的な経営データの収集と分析が容易にな
りました。これは、業務標準化が組織の「俊敏性（Agility）」を高めると
いう BPR の究極的な目的を達成した事例と言えます。（参照：SAP 
Japan 事例、各種ビジネスレポート）。 

 

この再設計プロセスは、SAP の標準機能を「金型」として捉え、組織の業務
をその金型に流し込む「業務モデリング」であり、システム稼働後のトレーニ
ングと運用の基盤となります。標準化の段階でアドオンや特例を許すと、その
後のトレーニングやマニュアルの複雑性が雪だるま式に増大し、結果として現
場の学習負荷と抵抗を増幅させてしまいます。 

 

5.1.2. 業務標準書・運用マニュアルの整備 



5.1.2.1. 標準プロセスの形式知化と恒久化 

業務標準書やマニュアルは、前節で Fit-to-Standard ワークショップという闘い
を通じて確立された、新しい業務プロセス（TO-BE）という組織の知識（Know-
How）を、形式知として組織全体に共有し、永続化するための最重要資産です。
この文書化は、単なる操作説明ではなく、現場の慣習（暗黙知）に依存していた
業務を、「誰が、いつ、どの部署で実行しても同じ結果が得られる」ように定義し
直す、知識の構造化プロセスに他なりません。 

この目的は二重です。一つは、標準化された知識を全社員が共有することで、
システム操作のバラツキをなくし、業務品質とコンプライアンスの安定化を図る
こと。もう一つは、キーユーザーやエキスパートの個人的な暗黙知を組織に定着
させ、個人の異動や退職による知識の散逸リスクから組織を防衛することです。
これにより、新システム稼働後も、社員が迷うことなく新しいルーティンを遂行
できる「知識の組織化」を達成します。 

 

5.1.2.2. 知識創造理論と認知負荷理論が果たす役割 

業務標準書の整備には、二つの重要な理論が関わります。 

1. 知識創造理論（SECI モデル, Nonaka & Takeuchi, 1995）: 

関連性: F2S ワークショップでキーユーザーが直面した「標準化への適
合」という難題と、コンサルタントとの対話を通じて獲得した新しい業
務の理解や意思決定の背景は、まだ個人の暗黙知にとどまっています。マ
ニュアルの作成は、この暗黙知を言語化・文書化し、組織全体の形式知
として共有可能にする「連結化」のプロセスそのものです。この形式知化
によって、個人のスキルに頼らず、組織全体で知識を活用する能力（集合
的実践能力）が確保されます。 

2. 認知負荷理論（Cognitive Load Theory, Sweller, 1988）: 

関連性: S/4HANA のような複雑なシステムの操作を学ぶ際、ユーザーの
脳は高い負荷にさらされます。J-STAGE 等の教育工学研究が示唆するよ
うに、マニュアルの目的は、この学習に伴う「外在的認知負荷（不必要
な情報の提示や不適切な形式による負荷）」を最小限に抑えることです。
マニュアルが複雑、長大、または検索性が低いと、ユーザーは必要な情
報を見つけるのに苦労し、学習の本質（「内在的認知負荷」）に集中でき
ません。そのため、ビジュアル化、階層化、および簡潔な記述を通じ
て、効率的な学習を支援する必要があります。 

 

5.1.3. ユーザー中心の文書化戦略 

マニュアル作成は、前節で決定された「アドオンを排除した標準プロセス」が
正確に反映され、現場の言語で記述されるよう、キーユーザーとの協働作業とし
て進めます。 

 

5.1.3.1. ターゲットユーザーとコンテンツの分離 

マニュアルは、役割（ロール）と習熟度に応じて分離されます。 

1. 業務標準書（プロセスオーナー/キーユーザー向け）: 

o 内容: TO-BE 業務プロセスフロー図（BPMN 準拠）、意思決定ル



ール、部門間の連携ポイント、標準機能採用の背景と理由を明
記。 

o プロセスへの適用: 部門間の連携が変更された点を詳細に解説し
ます。例えば、販売部門が受注伝票を保存した時点で、在庫引当
と与信チェックが自動的に走る標準プロセスの「自動化ポイン
ト」を説明し、責任範囲の境界線を明確にします。 

2. 運用マニュアル（一般ユーザー向け）: 

o 内容: 操作画面キャプチャ主体のステップ・バイ・ステップ手
順、必須入力項目、エラーメッセージとその対処法。 

o プロセスへの適用: 認知負荷理論に基づき、画面遷移が多い複雑
なタスク（例：複数の伝票を参照して仕訳を計上する）を、1 画
面・1 アクションごとに区切った簡潔な手順で記述し、ユーザー
の迷いを減らします。 

3. FAQ/ナレッジベース（全ユーザー向け）: 

o 内容: 実務で発生しやすい例外処理、よくあるエラーの再現手順
と回避策、マスタデータ関連のよくある質問。 

o プロセスへの適用: JIT 学習を支援するため、検索キーワードに
旧システム用語や現場の俗語を豊富に含ませ、ユーザーが業務中
に即座に必要な情報にアクセスできる検索性の高い構造を構築し
ます。 

 

5.1.3.2. 構造化と検索性の確保：検索性を担保する「現場の言語」 

マニュアルは、認知負荷を軽減し、検索性を高めるために以下の構造で設計
します。 

⚫ 単一の情報源（SSOT）の構築: すべての文書（プロセス図、マニュア
ル、動画）を一元管理し、情報が分散することを防ぎます。これによ
り、ユーザーは「どこを探せばいいか」迷う探索コストを削減します。 

⚫ 統一された用語と表記: S/4HANA の画面用語（例：「購買依頼」）と、従
来の社内用語（例：「発注申請」）を明確に対応させ、マニュアル全体で
統一された言語を使用します。マニュアルの索引やタグ付けにおいて
は、社員が「発注申請」という古い言葉で検索しても、正式な「購買依
頼」のマニュアルにたどり着くよう、旧用語をキーワードとして埋め込
む工夫が必要です。 

⚫ ビジュアル要素の最適化と認知負荷の軽減: 複雑な操作は文字情報だけ
でなく、短い解説動画を組み込みます。特に、画面をスクロールして操
作する「長いプロセス」や、複数のタブを切り替える操作は、動画で示
した方が、ユーザーは即座に操作の全体像を把握でき、マニュアルを読
み解く負荷を減らします。 

 

この体系化された業務標準書と DAP 基盤は、システム稼働後も継続的に企業
に貢献します。 

⚫ オンボーディングの劇的な効率化: 新入社員や異動者が S/4HANA を使
った業務を習得する際、キーユーザーの OJT に頼る必要がなくなり、即
戦力化までの期間を半分以下に短縮できます。彼らは DAP のウォークス
ルーに従うだけで、自己主導的に業務を遂行できるようになるため、キ



ーユーザーは本来の業務に集中できます。 
⚫ 監査・コンプライアンスの強化: すべての業務手順が統一された単一の

形式知として文書化・管理されているため、内部監査や SOX 法対応時に
おいて、「この業務は定められた手順で正確に行われている」ことの証明
が容易になります。これは、企業のリスク管理体制を恒久的に強化する
組織資産となります。 

⚫ 継続的改善（Kaizen）の基盤: DAP が収集する「どのマニュアルが参照
されたか」「どこでユーザーが離脱したか」というデータは、組織が最も
非効率に感じている業務プロセスを定量的に示します。プロジェクトチ
ームはこのデータに基づき、「最も痛みが生じているプロセス」から優先
的に見直し、改善サイクルを回すための明確な起点となります。 

 

5.2.効果的なトレーニング計画の立案 

効果的なトレーニングは、単に「システムの使い方を教える」ことではありませ
ん。その真の目的は、現場社員の行動を変容させ、新しい標準プロセスを自信を持
って実行できる状態（習熟度）まで引き上げることです。計画立案の段階で、誰
に、何を、どのように教えるかを科学的に分析し、ROI（投資対効果）の高い設計
を行う必要があります。 

トレーニング計画の失敗は、システム稼働後の混乱と、それに続く業務停止のリ
スクに直結します。多くの企業が陥る過ちは、「全員に同じ内容を教える」ことで
す。しかし、経理部門の社員が販売部門の複雑な業務を学ぶ必要はありませんし、
その逆も然りです。これは、認知負荷理論に反する非効率な設計であり、学習意欲
の低下を招きます。成功するトレーニング計画は、成人学習理論（Andragogy）に基
づいて構築されます。ノウルズ（Knowles, 1984）らが提唱したアンドラゴジーで
は、成人は「なぜ学ぶ必要があるのか（関連性）」を理解し、「自己決定権（何をど
う学ぶか）」を与えられ、「実践的な演習（経験）」を通じて最もよく学ぶとされま
す。この理論に基づき、本セクションでは、学習の「関連性」を最大化するロール
ベースの設計と、「経験」を最大化するブレンディッドラーニング（混合学習）の戦
略について詳細に解説し、トレーニングを単なる「説明会」から「行動変容の場」
へと昇華させるための具体的な手法を提供します。 

 

5.2.1. 役割（ロール）に基づいたトレーニングの設計 -学習のパーソナライゼーシ
ョンによる効率と関連性の最大化- 

ロールベースのトレーニング設計の目的は、受講者個々の業務に必要な知識・
スキルのみを抽出し、学習内容をパーソナライズすることで、学習効率と定着率
を最大化することです。前節で標準化された業務プロセス（TO-BE）は、全社最
適を目指すあまり、個々の社員から「私の仕事ではない」という感覚を生じさせ
ることがあります。ロールベース設計は、この心理的な距離を埋め、全社的なプ
ロセスの中で「あなたの役割はこれだ」と明確に示すことで、学習の「関連性」
を極限まで高めます。 

このアプローチは、トレーニングの「範囲を絞る」という消極的な意味に留ま
らず、学習者が自分に必要な情報だけに集中できる環境を作り出し、認知負荷
（Cognitive Load）を軽減する戦略的意味合いを持ちます。不要な知識（例：購買
担当者が販売価格設定の複雑なモジュールを学ぶこと）を排除することで、学習
者の貴重な時間と認知資源を、真に習得すべき重要な業務プロセス（内在的認知
負荷）に集中させます。 

 

5.2.1.1. 成人学習理論と職務適合性が保証する効果 



ロールベース設計の土台となるのは、成人学習理論と職務適合性の概念で
す。 

1. 成人学習理論（Andragogy, Knowles, 1984）: 

o 関連性: 成人は、学習内容が自分自身の仕事や生活に直接関連して
いると認識したとき、最も高いモチベーションを発揮します。ロー
ルベースの設計は、まさにこの「関連性」を担保します。無関係な
モジュールを学習させることは、学習者の時間を奪い、認知資源
を浪費させ、トレーニング全体への否定的な態度を形成します。ト
レーニング開始時に「なぜあなたはこのモジュールを学ぶ必要が
あるのか」を明確な職務目標と結びつけて説明することで、学習
への意欲を向上させます。 

2. 職務適合性（Person-Job Fit）と学習成果: 

o 関連性: J-STAGE などで「ERP 導入 教育訓練 効果」に関連する
研究が示唆するように、ERP トレーニングの成果は、訓練内容が
受講者の実際の職務とどれだけ適合しているかに強く依存します。
不要な知識は、むしろ必要な知識の習得を妨げるノイズ（外在的
認知負荷）となり、学習効率を低下させます。ロールベース設計に
より、学習内容を職務要件に厳密に「適合」させることで、トレ
ーニングの投資対効果（ROI）が最大化され、システム稼働後のパ
フォーマンスのバラツキを抑制できます。 

 

5.2.2. ロール定義から習熟度評価までの実践ステップ 

ロールベースのトレーニングを設計するプロセスは、システム導入のセキュリ
ティ権限設計フェーズと密接に連携し、論理的かつ厳格に進められます。 

5.2.2.1. ロールの明確な定義：システム権限に基づく職務記述 

一般的な「経理部員」といった組織階層ベースの定義ではなく、システム権
限（トランザクションコード）と業務タスクに基づいた具体的なロールを定義
します。 

定義の基盤: SAP の権限オブジェクト、セキュリティロール、および業務プロ
セス設計書（TO-BE 文書）を使用します。ロールは、単なる職務記述書ではな
く、システム内での行動と責任の範囲を定義したものです。 

ロール定義の具体例: 

⚫ ロール ID: FI_AP_INVOICE_PROCESSOR (財務会計_債務管理_請求書
処理担当) 

⚫ 権限/トランザクション: FB60 (請求書入力)、FBL1N (仕入先明細照
会)、MIRO (購買発注入庫請求書照合)。 

⚫ 業務タスク: 仕入先請求書の照合・入力、部門長への支払承認ワークフ
ロー起票、差異発生時の原因調査。 

 
 

5.2.2.2. トレーニングモジュールとロールのマッピング：RACI チャートの応用 

定義した各ロールに対し、必須となる知識モジュールを正確にマッピングし
ます。 

⚫ マッピングツール: Excel または専用の LMS（Learning Management 
System）上で、横軸にトレーニングモジュール（例：①S/4HANA 概



要、②一般会計、③請求書処理、④在庫移動）を、縦軸に定義されたロ
ールを配置したマトリクスを作成します。 

⚫ RACI チャートの応用: 各セルに「R（Required: 必須）」「A（Auxiliary: 
補助知識/推奨）」「I（Informational: 情報共有のみ）」「N（None: 不
要）」などの記号を記入し、トレーニングの必須度を明確にします。例え
ば、「債務管理・請求書処理担当」には「請求書処理モジュール」が R、
「在庫移動モジュール」が N とマッピングされます。 

 

5.2.2.3. 学習パスの設計と習熟度評価 

ロールごとに、モジュールの受講順序（学習パス）と推奨されるトレーニン
グ手法を定義します。 

学習パスの具体例（FI_AP_INVOICE_PROCESSOR）: 

⚫ フェーズ 1（E-ラーニング）: S/4HANA の基本操作、財務会計の共通用
語（約 4 時間）。 

⚫ フェーズ 2（集合研修）: 請求書入力プロセスの End-to-End 演習（サン
ドボックス環境でのハンズオン、約 6 時間）。 

⚫ フェーズ 3（自習/サンドボックス）: よくあるエラー対応のシミュレー
ションとナレッジベース検索練習（約 2 時間）。 

⚫ 習熟度評価とフィードバック: 各フェーズ後には、知識テスト（用語や
概念の理解）とスキルテスト（サンドボックス環境での特定の業務遂
行）を実施し、合格基準（例：80%以上の正答率、業務プロセス完遂）
を満たすまで再学習を促します。 

事例：金融機関 B 社の権限ベースのトレーニング設計の成果 

大手金融機関 B 社は、従来の「部門単位」のトレーニングを廃止し、権限ロ
ールに基づいた教育体制に完全に切り替えました。 

⚫ 従来の課題: 従来の部門別トレーニングでは、経理部員であっても、実
際には数人しか使用しない高度な税務処理モジュールまで全員が受講す
る必要があり、トレーニング時間が非効率に長大化していました。 
 事例詳細: ある部門では、全トレーニング時間が 120 時間に達し、

社員の離席率や不満度が非常に高まっていました。 
 

⚫ 施策: B 社は、まず全社員のシステム権限ロールを 300 種類以上に細分
化。セキュリティチームが作成した権限マトリクスをそのまま教育コン
テンツマトリクスに変換し、必須モジュールを厳選しました。 
 事例詳細: 「債務管理・請求書処理担当」ロールの必須学習モジュ

ールは、全体の 120 時間のうちわずか 35 時間に集約されました。 
 効果: 
 トレーニング時間の劇的な短縮: 平均的な社員の必須トレーニング

時間が約 70%短縮されました。これにより、プロジェクト費用に
おける人件費と会場費の大幅な削減を実現しました。 

 習熟度の向上とリスク低減: 必須モジュールに集中することで、そ
のモジュールでの演習時間が確保され、Go-Live 後の初期エラー率
が大幅に低下しました。また、権限外の内容を意図的に教えないこ
とで、内部統制上の不正操作リスクの間接的な低減にも貢献しまし
た。 

 

このロールベースの設計は、プロジェクト終了後も組織に以下の持続的なメ
リットをもたらします。 



⚫ 監査・コンプライアンスの強化: ロールとトレーニング履歴が完全に紐
づいているため、内部監査や規制当局に対し、「この業務を担当する社員
は、必要な知識とスキルを正式に習得している」ことをデータで証明で
きます。これは、特に金融機関や製薬会社など、規制の厳しい業界にお
いて、トレーニングを単なるコストではなく、リスク回避のための投資
として位置づけ直すことになります。 

⚫ キャリアパスとタレントマネジメントへの活用: 各ロールの習熟度デー
タを人事部門が活用し、「昇進に必要なスキル」や「異動させるべき候補
者」を定量的に特定できるようになります。例えば、「支払承認者」ロー
ルのトレーニングで高評価を得た社員は、将来的に管理会計や財務戦略
のポジションへ進むための社内認定資格として扱われます。 

⚫ 効率的なシステム改修の基盤: SAP のバージョンアップや法改正で特定
の機能（例：電子帳簿保存法対応）が変更された際、影響を受けるロー
ル（例：FI_AP_PROCESSOR）のみをマッピングデータから抽出し、対
象者だけにピンポイントで変更トレーニングを実施できるため、全社的
なトレーニングコストと工数を最小限に抑えることが可能です。 

 

このロールベースのアプローチは、トレーニングの「関連性」を極限まで高
めることで、現場の内発的動機付けを促し、学習の効率と定着率を劇的に改善
する、最も洗練された方法論です。 

 

5.2.3. トレーニング手法の選択（集合研修、E-ラーニング、OJT）-ブレンディッ
ド・ラーニングによる学習定着と効率の最大化- 

単一のトレーニング手法に依存することは、学習効果の限界を生みます。ブレ
ンディッド・ラーニング（Blended Learning：混合学習）は、複数の手法（E-ラ
ーニング、集合研修、OJT）を戦略的に組み合わせることで、それぞれの欠点を
補完し、費用対効果と学習定着率の両方を最大化することを目指します。これ
は、トレーニングを「短期間のイベント」ではなく、システム稼働を挟んだ「持
続的な学習サイクル」として再定義する試みです。 

この戦略の核は、知識のインプット（E-ラーニング）を非同期で行い、高度な
実践と定着（集合研修、OJT）を同期で行うという、学習フェーズの役割分担に
あります。特に、ロールベースで絞り込まれた必須知識を、最も効率の良い方法
で提供し、知識転移のギャップ（教室で理解したことが現場で使えない問題）を
最小化することが、このアプローチの最終目標です。 

ブレンディッド・ラーニング戦略は、学習科学の以下の重要な知見によって裏
付けられています。 

1. 分散学習（Spaced Learning）: 

o 関連性: 心理学において、学習内容を一度に詰め込むよりも、時間を空
けて複数回に分けて学習した方が、長期記憶への定着が良いことが広く
証明されています。E-ラーニングで基礎知識を習得し、数週間後に集合
研修で実践し、さらに数週間後に OJT で復習するというブレンディッド
な構成は、この分散学習の原則を最大限に活用します。これにより、情
報が一時的な作業記憶から永続的な長期記憶へと確実に移行するのを助
けます。 

2. 反復効果（Retrieval Practice）: 

o 関連性: 学習者が受け身で情報を聞く（講義）だけでなく、自ら情報を
思い出す練習やアウトプット（演習、テスト）を行うと、記憶の定着が



劇的に強化されます。集合研修でのハンズオン演習や、E-ラーニング後の
小テストは、この反復効果を狙ったものです。特に、「サンドボックス環
境での失敗と、その後の正しい操作の再確認」は、試行錯誤を通じた能
動的な知識の引き出しであり、知識の転移（Transfer）を促進します。 

3. マルチメディア学習理論（Multimedia Learning Theory, Mayer, 2001）: 

o 関連性: 言葉と画像（または動画）が同時に提示されると、言葉のみで
提示される場合よりも学習効果が高まることが示されています。E-ラー
ニングでの画面操作動画や、集合研修での視覚的なプロセスフロー図の
活用は、この理論に基づいています。複雑なシステム操作（例：トラン
ザクションの流れ）を視覚と聴覚で同時に処理させることで、認知負荷
を最適化し、理解度を深めます。 

 

ロールベースで選定された必須モジュールは、以下の 3 つの手法を通じて、経
験学習サイクル（Kolb, 1984）を形成しながら進行します。 

5.2.3.1. フェーズ 1：E-ラーニング（知識の獲得と認知負荷の軽減） 
⚫ 役割: 新しい業務プロセスの背景、SAP の基本的な概念、ロールに必要な

専門用語（形式知）の習得を目的とします。これは学習サイクルの「抽象
的な概念化」に該当します。 

⚫ プロセス: 
 非同期学習: 受講者は自分のペースで、いつでもどこでも学習できま

す。これにより、各社員が自分の業務の合間に、無理なく予習を完了
させることができ、集合研修開始時点での基礎知識のバラツキを最小
限に抑えます。 

 コンテンツの形式: 複雑なプロセスは短い動画（マイクロラーニング）
として提供されます。これにより、文字だけのマニュアルを読み込む
よりも、認知負荷を大幅に軽減し、操作の流れの全体像を速やかに把
握させます。 

 

5.2.3.2. フェーズ 2：集合研修（実践演習と知識の深化） 
⚫ 役割: E-ラーニングで得た知識を、サンドボックス環境でのハンズオンを通

じて実際に「使う」ことに焦点を当てます。これは学習サイクルの「具体
的な経験」と「能動的な実験」に該当します。 

⚫ プロセス: 
 シナリオ演習: ロールベースで厳選された業務シナリオ（End-to-

End）に基づき、システム操作を実践します。例：「受注から出荷、請
求までの一連のプロセス」を、各自が定義されたロールで通しで操作
します。 

 質疑応答とフィードバック: 専門家（トレーナー）が同席し、受講者
が「なぜこのエラーが出たのか」「なぜこのプロセスは古いやり方より
も優れているのか」という疑問をその場で解決します。この対話的な
プロセスが、暗黙知の共有（共同化）を促進します。 

 

5.2.3.3. フェーズ 3：OJT（職場復帰と知識の定着） 
⚫ 役割: システム稼働後、実際の業務環境で新しいプロセスを「実行し、修正

し、習慣化する」ことを目的とします。これは学習サイクルの「能動的な
実験」と、知識創造の「内面化」に該当します。 

⚫ プロセス: 
 スーパーユーザーによる支援: プロジェクトを通じて育成されたスーパ



ーユーザー（CoP）が、現場での質問やエラーに即座に対応します。彼
らは、前節で整備された FAQ/ナレッジベースの活用を促す「学習環境
の管理者」としての役割を果たします。 

 パフォーマンスサポートの活用: DAP ツール（1-2 節参照）が提供する
JIT（Just-in-Time）学習機能（画面上のガイドなど）を活用し、業務
の中断を最小限に抑えつつ、正しい操作を継続的に支援します。 

 

事例：製造業 C 社のブレンディッド・ラーニング導入と組織レジリエンスの向
上 

大手製造業 C 社は、グローバル S/4HANA 導入において、トレーニングコス
トの削減と知識定着率の向上を両立させるため、ブレンディッド・ラーニング
を徹底しました。 

⚫ 従来の課題: 従来の導入では、全社員を本社に集めた高コストな集合研修
に依存しており、海外拠点からの参加者の出張費と業務離脱コストが膨大
でした。また、トレーニング終了後、現場に戻るとすぐに習得内容を忘れ
てしまう知識の減衰が問題でした。 

⚫ 事例詳細: 集合研修の開催コストは数億円に達し、学習内容の定着率は 3
ヶ月後には 50%以下にまで低下していました。 

⚫ 施策: 
 知識の分離: 基礎知識（システムナビゲーション、用語）は E-ラーニ

ング（動画・テスト付き）に移行させ、全トレーニング時間の 40%
を削減。 

 時間の集中: 集合研修は、「部門間の例外処理」「複雑な決算プロセ
ス」など、対話と実践が必要な高度な知識に特化させ、期間を半減し
ました。 

 現場化: DAP と OJT を連携させ、システム稼働後も継続的にサポー
トする体制を構築しました。 

 
⚫ 事例詳細: E-ラーニングの導入により、全社員のトレーニングコスト（旅

費・人件費含む）を 25%削減した一方、集合研修で実施された実践演習の
合格率は 90%以上を維持しました。 

⚫ 効果: 
 コスト効率と知識の質の両立: トレーニング期間とコストを大幅に削

減しながら、分散学習と反復効果により、知識の定着率は旧来の手法
を上回りました。 

 現場の自己解決能力の向上: OJT と連携した DAP とスーパーユーザ
ーの体制により、社員はエラーに直面した際に「自分で解決できる手
段」を持つことになり、IT 部門やヘルプデスクへの問い合わせ件数
が激減しました。これは、現場の業務レジリエンス（回復力）を高め
たことを意味します。 

 

このブレンディッド・ラーニング基盤は、システム導入の成功を超え、企業
の「学習する組織」としての能力を恒久的に向上させます。 

⚫ 迅速な組織変更への対応: 法改正や市場の変化に伴う業務プロセスの微
修正が必要となった際、E-ラーニングコンテンツの差し替えと、現場の
スーパーユーザーを通じた OJT のみで、最小限のコストと時間で全社へ
の展開が可能となります。これにより、組織は変化に対して極めて俊敏
に対応できるようになります。 

⚫ CoP の活性化と知の共有: 集合研修と OJT を通じて育成されたスーパー
ユーザーは、単なるヘルプデスクではなく、現場のベストプラクティス



を共有し、新たなプロセス改善のアイデアを生み出す「コミュニティ・
オブ・プラクティス（CoP）」として機能し続けます。彼らの活動が、知
識を個人から組織へ、そして組織全体へ循環させる原動力となります。 

⚫ グローバル展開の加速: 標準化された E-ラーニングと、カスタマイズさ
れた集合研修を組み合わせることで、海外拠点へのシステム展開（ロー
ルアウト）を、各現地の文化や言語に合わせてカスタマイズしつつ、極
めてスピーディかつ均一な品質で実行できます。これにより、グローバ
ルでのシステム統合コストを劇的に抑制します。 

 

この戦略は、トレーニングを単なる「通過儀礼」ではなく、「持続的な競争優
位の源泉」へと進化させるための、科学的かつ費用対効果の高いアプローチで
す。 

 

5.3.学習効果を高めるための工夫 -失敗を許容する『安全な実験室』の提供- 

トレーニングの最大の課題は、「学習した知識が、実際の業務現場で使える知識（パ
フォーマンス）へと転移するか」どうかです。教室で理解できたとしても、実際のシ
ステム画面を前にするとフリーズしてしまう「システムの壁」を乗り越えるための、
実践的かつ持続的な工夫が必要です。 

「トレーニングを終えたら終わり」という考え方は、大規模システム導入において
は致命的です。学習科学において、知識の定着は「経験学習サイクル（Experiential 
Learning Cycle）」を通じて深まるとされます（Kolb, 1984）。コルブの理論では、人は
具体的な経験（実践的な演習）をし、内省（失敗からの学び）し、抽象的な概念化
（理解の深化）を経て、能動的な実験（次の実践）を行うことで学びが定着します。
S/4HANA のトレーニングにおいては、この「経験」と「能動的な実験」のフェーズ
を意図的に作り出すことが重要です。具体的には、本番データに近い環境での失敗が
許される演習（サンドボックス）を繰り返し提供し、業務遂行中に即座に参照できる
Just-in-Time（JIT）学習環境を整備することで、学習した知識と実際の業務パフォー
マンスとの間のギャップを埋めることが、本セクションの目的となります。 

 

サンドボックス環境（トレーニングクライアント）は、ユーザーが本番データに影
響を与えることなく、新しいプロセスとシステム操作を自由に試行錯誤できる「安全
な実験室」です。この環境での実践は、キーユーザーが実際の業務で直面する可能性
のある問題を事前に体験し、自己効力感を高める上で不可欠です。 

この環境の真の価値は、「失敗の推奨」にあります。現実の業務では許されないミス
（例：誤った請求書の計上、在庫のマイナス調整）を意図的に引き起こさせ、そこか
ら「正しい対処法」を学び取らせることで、知識を脳に強く焼き付けます。これは、
知識を「暗記」から「スキル」へと進化させるための、最も重要な架け橋となりま
す。 

 

5.3.1. 経験学習とシミュレーションがもたらす知識の転移 

サンドボックス環境の有効性は、以下の学習科学の知見によって裏付けられていま
す。 

⚫ 経験学習サイクル（Experiential Learning Cycle, Kolb, 1984）: 
⚫ 関連性: 学習は、受動的な情報伝達ではなく、自らの行動とその結果に

対するフィードバックを通じて最も効果的に行われます。サンドボック
ス環境は、ユーザーが新しい操作を「具体的な経験」（操作）し、意図



しないエラーが発生した場合、それを「内省」（原因分析）し、正しい
手順を「抽象的な概念化」（理解）し直すサイクルを可能にします。こ
のサイクルこそが、知識を定着させ、業務パフォーマンスへと転移させ
る鍵となります。 

⚫ 失敗の役割: 特に、学習サイクルにおける失敗（ネガティブな経験）
は、次の「能動的な実験」をより慎重かつ効果的に行うための強力な動
機付けとなり、学習効果を飛躍的に高めます。 
 

⚫ シミュレーション教育の有効性（Simulation-Based Training）: 
⚫ 関連性: J-STAGE などで「ビジネスシミュレーション」や「シミュレー

ション教育」に関する論文が示唆するように、現実世界を忠実に再現し
たシミュレーション環境でのトレーニングは、単なる座学よりも知識の
転移（Transfer）を促進し、問題解決能力を高めることが示されていま
す。失敗を恐れずに試行錯誤できる環境が、学習者の認知的安全性を確
保し、知識を「使える状態」に高めます。 
 

⚫ 試行錯誤学習（Trial-and-Error Learning）: 
⚫ 関連性: 複雑なシステムにおいて、操作手順を完全に記憶することは

困難です。しかし、サンドボックスで様々な操作を試す中で、システ
ムが「何を受け付け、何を拒否するか」というシステムの内在的なロ
ジックを肌で感じ取れます。これにより、ユーザーは未知の状況に遭
遇した際も、「システムの振る舞い」から正しい操作を推測する能力
（問題解決能力）を身につけることができます。 

 

5.3.1.1. 本番に極めて近い環境の構築と実践 

サンドボックス環境は、単に「テストできるシステム」ではなく、「本番環境で起こ
りうるすべての事態を再現できるシステム」として設計・運用される必要がありま
す。 

環境の構築とデータ準備：リアリティの追求 

サンドボックス環境の学習効果は、その「リアリティ」に完全に依存します。 

(1) 本番データに近いマスタデータの複製: 実際の製品コード、顧客コード、取引先
マスタなど、本番に極めて近いデータを環境に投入します。 

⚫ リアリティの追求: ユーザーが「テスト用の架空データ」ではなく、「自分が普
段扱っている顧客 A」を使って演習することで、「これは自分の仕事だ」という
意識が高まり、トレーニングへの集中度が増します。 

⚫ 権限設定の反映: ユーザーのロールに基づき、実際に本番で与えられる権限と
全く同じ権限を設定します。 

⚫ シミュレーションの実現: 例えば、「購買担当者」のロールには「財務仕訳」の
権限を与えず、間違ってその操作を試みたときにシステムが「拒否する」経験
をさせることで、自分の責任範囲の境界線をシステムを通じて理解させます。 

 
(2) 演習シナリオの設計：意図的な「例外」の挿入 

シナリオは、単なる「正しい手順」の確認ではなく、「現場で最も困る例外処
理」を意図的に組み込む必要があります。 

⚫ 例外処理の重視: 正常系（ハッピーパス）の操作確認だけでなく、異常系（ア
ンハッピーパス）のシナリオを重視します。 
⚫ 例（異常系）: 「仕入先の銀行口座情報がマスタと異なっていることが

判明した場合、支払処理をどう止めるか」「有効期限が切れたロット番
号で出荷依頼を試みた場合のシステムメッセージへの対処法」など、通
常発生しないが、発生すると重大な影響を及ぼす事態を演習させます。 



⚫ ロール連携の強制: 複数のロールをまたぐ End-to-End シナリオを実施し、部
門間の連携ポイントでのデータ引き渡しと、それに伴う影響を体感させます。 
⚫ 例（連携）: 「営業担当者が受注時に指定した出荷希望日が、生産計画

担当者の MRP（資材所要量計画）にどのように影響を及ぼし、エラー
メッセージとなって返ってくるか」を演習させます。 

 
(3) 評価とフィードバック：パフォーマンス（行動）への焦点 

演習は、単なる「操作完了」ではなく、「正しい行動（パフォーマンス）ができた
か」で評価されます。 

⚫ パフォーマンス評価: 演習中に発生したエラーの数、エラーからのリカバリー
にかかった時間、および標準プロセスからの逸脱の有無を評価します。 

⚫ 即時フィードバック: トレーナーは演習後、なぜそのエラーが発生したのか
（例：マスタデータを確認しなかったため）を明確に指摘し、正しい業務ルー
ルとシステム操作を結びつけるフィードバックを即座に行います。 

 

5.3.1.2. 企業事例：製造業 D 社のリスク対応力向上への活用 

グローバルに展開する製造業 D 社は、S/4HANA 導入時のサンドボックス環境を、
単なるトレーニングを超えた「リスク対応力強化シミュレーター」として活用しまし
た。 

⚫ 従来の課題: 従来のトレーニングは、「正しい操作」の確認に終始し、システム
ダウンや重大なデータエラーが発生した際の緊急時対応を訓練する機会が皆無
でした。 

⚫ 事例詳細: 過去のシステム障害時、現場担当者がマニュアルにない状況に直面
し、パニックになって誤った操作（例：システムに負荷をかける操作を繰り返
す）を行い、障害を拡大させた経験がありました。 

 
⚫ 施策: 

o 「災害」シナリオの組み込み: サンドボックス環境内に、「システムが
一時間フリーズする」「マスタデータの一部が破損する」といった重大
な異常事態を意図的に再現する「災害シナリオ」を開発。 

o 緊急時対応演習: ロールグループごとに、この災害シナリオを適用し、
「システムが使えない状況下で、紙や緊急ツールを用いて業務継続を図
る手順」と「システム復旧後のリカバリー操作」を訓練させました。 

⚫ 事例詳細: 特に、月末の売上計上プロセス中にシステムがダウンするというシ
ナリオを全員に経験させ、緊急時の連絡体制とデータ保全手順を身体に叩き込
みました。 

⚫ 効果: 
o リスク管理能力の強化: 演習を通じて、全社員の BCP（業務継続計

画）と DR（災害復旧）への意識が向上し、「マニュアルにない事態」
への対応能力が劇的に改善しました。 

o 業務のレジリエンス（回復力）向上: 現場担当者がエラーを恐れず、冷
静にエラーの原因と対処法を切り分けられるようになり、Go-Live 後の
初期トラブルへの対応速度が大幅に向上しました。 

 

サンドボックス環境での訓練は、一時的なスキル向上に留まらず、企業のリスク文
化と知識管理体制を恒久的に強化します。 

⚫ 監査対応のシミュレーション環境: 新しい会計基準や規制（例：IFRS、電子帳
簿保存法）が導入される際、その変更に伴う業務操作をサンドボックスで事前



にシミュレーションし、「新ルール下でも、業務が正しく遂行できる」ことを
監査部門や経営層に実証する環境として継続的に活用されます。 

⚫ イノベーションと改善の場: システム稼働後も、「新しいプロセスを試してみた
い」「この機能を業務に活かせないか」という現場からの改善提案を、サンド
ボックス環境で自由に試行錯誤できる場として提供します。これは、現場の自
律的な改善活動（Kaizen）を促し、システムを常に最新の業務実態に最適化し
続ける文化の醸成に繋がります。 

⚫ 高度な問題解決能力の育成: サンドボックス演習は、単なる操作の再現ではな
く、「システムに負荷をかけずにエラーを解決する」という、より高度な問題
解決スキルを育成します。これにより、IT 部門やキーユーザーは、現場からの
単純な問い合わせ対応から解放され、より戦略的な課題解決に注力できるよう
になります。 

 

5.3.2. いつでもアクセス可能な学習コンテンツと FAQ の整備 
5.3.2.1. 目的と概念：Just-in-Time（JIT）学習による業務の中断回避とパフォーマン

スサポート 

業務プロセス中に疑問やエラーが発生したとき、ユーザーが業務を中断してマニ
ュアルを探したり、同僚に質問したりする手間は、生産性の大幅な低下を招きま
す。この中断を最小限に抑えるのが、Just-in-Time（JIT）学習、またはパフォーマ
ンスサポートと呼ばれる戦略です。これは、「学ぶべき時に学ぶ」のではなく、「実
行すべき時に、実行を支援する」ことを目的とします。 

この戦略の設計思想は、認知負荷の最小化にあります。複雑な S/4HANA 操作に
おいて、人間がすべての手順を記憶し続けることは不可能です。JIT 学習は、人間
の記憶の限界を認め、システムが人間の記憶を肩代わりするための仕組みです。前
節で徹底的に訓練された社員であっても、数週間後には細部の手順を忘れることが
あります。この「記憶の減衰」を技術的に補填し、業務遂行を支援する「デジタル
な隣人」として機能させることで、現場の「業務の中断コスト（スイッチングコス
ト）」を最小限に抑え、1-1 節で確立された標準プロセスからの逸脱を防ぎます。 

 

5.3.2.2. パフォーマンスサポートと知識管理がもたらす業務効率 

JIT 学習と FAQ の整備は、以下の学習科学と経営科学の知見によって裏付けられて
います。 

⚫ パフォーマンスサポート（Performance Support, Rossett & Sheldon, 2001）: 
⚫ 関連性: この概念は、学習科学において、学習を記憶から切り離し、必要な知

識を必要とされる瞬間に提供することで、人間の認知負荷を軽減し、パフォー
マンスを向上させることを目指します。マニュアルを「学習教材」から「業務
支援ツール」へと変革するアプローチです。この仕組みにより、ユーザーはエ
ラーが発生した際にパニックに陥ることなく、即座に正しい情報を参照し、業
務のボトルネックを解消できます。 

 

⚫ 知識管理（Knowledge Management）と形式知の検索性: 
⚫ 関連性: 知識創造理論（SECI モデル）における形式知化の次のステップは、そ

の知識の検索性と活用可能性です。J-STAGE などで「知識管理システム」に関
する研究が示唆するように、知識は蓄積されただけでは価値を生みません。
FAQ/ナレッジベースは、組織の形式知を一元的に集約し、ユーザーが「現場
の言葉」で検索しても、「システムの正式用語」で記述された適切な答えにた
どり着けるよう設計されることで、知識の価値を最大化します。 

⚫ 認知的徒弟制（Cognitive Apprenticeship）: 



⚫ 関連性: これは、熟練者が初心者にスキルを教えるプロセスです。FAQ や JIT
学習は、熟練者（キーユーザー）が過去に直面し、解決した「困難な例外処
理」の解決策を、初心者が業務中に参照できる形にすることで、熟練者の知恵
を現場に広げる役割を果たします。 

 

5.3.2.3. ユーザーの行動に基づいたコンテンツ設計 

JIT 学習と FAQ の仕組みは、ユーザーが「いつ、どこで、なぜ困るか」という業
務上の行動に基づいて構築されます。 

(1) コンテンツのマイクロ化とタグ付け：即時性の追求 
業務の中断を避けるため、コンテンツは「分厚いマニュアル」ではなく、数

分で完結する「マイクロコンテンツ」として設計されます。 
⚫ マイクロコンテンツの設計: 知識を、一つのタスク（例：「仕入先マスタの変更

方法」）または一つのエラーメッセージ（例：「伝票番号重複のエラー対処
法」）に特化した 2 分以内の動画や、3 ステップ以内の簡潔なテキストに分割し
ます。 

⚫ メタデータの徹底: 2-1 節で定義したロール ID、トランザクションコード、エ
ラーコード、現場の俗語を、すべてのコンテンツにメタデータ（タグ）として
付与します。 

⚫ 【学術的組み込み】: このマイクロコンテンツ戦略は、認知負荷理論に則り、
ユーザーが必要な情報にアクセスするまでの時間を短縮し、認知的エネルギー
を節約します。また、正確なタグ付けは、知識管理の観点から検索性を担保す
る基盤となります。 
 

(2) FAQ/ナレッジベースの構造化：トリアージ機能の組み込み 
FAQ システムは、単なる質問リストではなく、問い合わせを解決レベルに応

じて適切にトリアージ（優先順位付け）する機能を持つ必要があります。 
⚫ 三層構造の設計: 
⚫ レベル 1（自己解決）: FAQ/マイクロコンテンツ検索。ユーザーが最初にアク

セスする。 
⚫ レベル 2（キーユーザー支援）: 特定のロールのスーパーユーザーへの質問エ

スカレーション。 
⚫ レベル 3（IT/コンサルタント支援）: システムエラーや重大なデータ不整合な

ど、専門家のみが解決できる課題。 
⚫ 自動連携: ユーザーが FAQ で答えが見つからなかった場合、その検索履歴とユ

ーザー情報（ロール）を付加した状態で、自動的にレベル 2（キーユーザー）
のワークフローにチケットが起票される仕組みを組み込みます。 

 
(3) デジタル・アダプション・プラットフォーム（DAP）との連携：コンテキスト

連動型支援 
マニュアルコンテンツは、S/4HANA システムと完全に連携し、ユーザーの

操作に応じて「コンテキスト連動型」で表示される必要があります。 
⚫ インシステム・ガイド: ユーザーが特定のトランザクション画面（例：購買発

注伝票画面）を開くと、その画面に特化した操作ガイドやエラー対応策が、画
面上にポップアップとして表示されます。 

⚫ 入力規制の支援: 必須入力フィールドに対して、「ここに何を、なぜ入力すべき
か」という業務ルールを説明するテキストを表示し、ユーザーが誤ったデータ
を入力する前に、業務ルールの確認を促します。 

 

5.3.2.4. 企業事例：グローバル企業 E 社の問い合わせコスト削減への活用 

グローバルに展開する消費財メーカーE 社は、S/4HANA 導入後に FAQ/ナレッジ



ベースを高度に構造化し、問い合わせ対応コストの削減に成功しました。 

⚫ 従来の課題: 旧システムでは、Go-Live 後、ヘルプデスクへの問い合わせが殺
到し、IT 部門がルーティンな質問対応に追われ、本来のシステム改善業務が滞
るという問題が発生していました。 

⚫ 事例詳細: 稼働後の最初の 3 ヶ月間で、問い合わせの 70%以上が「パスワード
リセット」「操作方法の確認」「よくあるエラー対処法」という低難度な内容で
した。 

⚫ 施策: 
o FAQ の徹底的な構造化: 過去の問い合わせ履歴に基づき、FAQ を構

築。特にエラーコードをキーとした検索と、ロール別の推奨回答を優先
的に表示する機能を開発。 

o DAP との連携強化: DAP ツールを導入し、FAQ 検索で最も頻度の高い
操作については、システム画面上に直接ガイド（ウォークスルー）を表
示するように設定しました。 

⚫ 事例詳細: 問い合わせ前に FAQ 検索を強制する「ゲートキーパー」機能を設
け、検索で解決しない場合のみチケットを発行するように運用ルールを変更し
ました。 

⚫ 効果: 
o ヘルプデスクコストの劇的な削減: 稼働後 6 ヶ月で、ヘルプデスクへの

問い合わせ件数が旧システム時と比較して 45%削減されました。特に
低難度な問い合わせは 80%以上が FAQ/DAP で解決しました。 

o IT リソースの戦略的活用: IT 部門はルーティンな問い合わせ対応から
解放され、システム安定化や次フェーズの開発といった、より付加価値
の高い業務にリソースを集中できるようになりました。 

 

JIT 学習と FAQ 基盤は、恒久的に組織の知識資産として機能し、学習と業務遂行の
効率を持続的に向上させます。 

⚫ 組織の学習曲線データ化: FAQ や DAP の利用ログ（「どのコンテンツが、どの
ロールで、どの時間帯に、どれだけ利用されたか」）は、組織全体の学習曲線
を可視化します。このデータから、「まだ知識定着が不十分な業務領域」や「最
も難易度が高い操作」を特定し、次回のトレーニングや業務改善の優先順位付
けに活用できます。 

⚫ ナレッジマネジメントの自動化: キーユーザーや IT 部門がレベル 2/レベル 3
で解決した課題は、自動的に FAQ システムにフィードバックされ、新たなマ
イクロコンテンツへと変換されます。この解決-共有-学習のサイクルが自動化
されることで、組織の知識は常に最新の状態に保たれ、知識の陳腐化リスクを
最小限に抑えます。 

⚫ グローバル展開の統一化とローカライゼーション: グローバルでのテンプレー
トを展開する際、共通の FAQ ベースを構築しつつ、各国の法規制や言語に特
有の回答のみをローカライズして上書き表示することで、サポートの均一化と
迅速な展開を両立させます。これは、組織的な知識の公平性を保つ上で極めて
重要です。 

 

5.3.3. トレーナー育成と社内サポート体制の構築 
5.3.3.1. 目的と概念：内製化された知識による持続可能なサポートモデル 

ERP システムは一度導入したら終わりではありません。組織の変化、法改正、シス
テムアップデートに伴い、知識は常に更新され続けます。外部コンサルタントに頼り
続けることなく、組織内部に知識と指導の能力を永続的に保持するための、トレーナ
ー育成とサポート体制の内製化が不可欠です。 



この体制の核となるのが、スーパーユーザー（キーユーザー）の育成です。彼ら
は、システム稼働後、現場の「顔」として、日々の疑問やトラブルを解決し、1-1 節で
確立された標準プロセスを現場に浸透させる役割を担います。外部専門家は業務ルー
ルや現場の言語、組織文化を完全に理解することはできませんが、内部トレーナーは
これらを深く理解しており、知識の転移を最も効果的に行うことができます。この内
製化は、トレーニングコストの削減だけでなく、組織の学習能力（ラーニングアジリ
ティ）を恒久的に高めるための戦略的投資です。 

 

5.3.3.2. CoP と知識移転が保証する知識の永続化 

内部トレーナー体制の構築は、以下の学習科学と知識管理の知見によって裏付けら
れています。 

⚫ コミュニティ・オブ・プラクティス（CoP, Wenger, 1998）: 
o 関連性: CoP は、共通の関心、問題、または熱意を共有する人々が集ま

り、相互の交流を通じて知識を深めていく集団です。キーユーザーやス
ーパーユーザーのネットワークは、まさに CoP として機能します。彼
らが現場の課題を持ち寄り、解決策を共有する場を提供することで、プ
ロジェクト終了後も、現場の課題を解決し、ベストプラクティスを共有
する持続可能な知識創造の拠点となります。 

⚫ 知識移転（Knowledge Transfer）の促進: 
o 関連性: J-STAGE などで「ERP 知識移転」に関する研究が示すよう

に、キーユーザーを中心とした内部トレーナー体制の構築が、外部知識
の内部化と定着に最も重要であることが強調されています。内部トレー
ナーは、現場の言語とコンテキストを理解しているため、外部コンサル
タントよりも効果的に知識を移転できます。これにより、1-2 節で形式
知化されたマニュアルが、現場の暗黙知として定着する「内面化」のプ
ロセスがスムーズに進みます。 

⚫ 信頼性に基づく権威（Legitimacy）: 
o 関連性: 心理学的に、人は「自分と同じ立場の人間」からの情報や指導

に対して、より高い信頼性と受容性を示します。現場の同僚であるスー
パーユーザーからの指導は、外部コンサルタントや IT 部門からの指導
よりも抵抗が少なく、チェンジマネジメントの効果を高めます。 

 

5.3.3.3. スーパーユーザーの選定と育成、制度設計 

スーパーユーザーは「システムに詳しい人」ではなく、「コミュニケーション能力と
業務改善意欲の高い人」として戦略的に育成されます。 

(1) スーパーユーザーの戦略的な選定：技術力と人間性の両立 
選定基準は、技術的な知識だけでなく、現場からの信頼と指導意欲に置かれま

す。 
⚫ 選定基準: システム知識（20%）、現行業務知識（30%）に加え、コミュニケー

ション能力、指導意欲、および業務改善への熱意（50%）を重視します。 
⚫ 役割の定義: 彼らの役割は、単なる操作支援者ではなく、「現場の課題を吸い上

げ、解決策を CoP で共有し、新しい標準プロセスを推進する」という多岐にわ
たるものです。 
 

(2) 専門的なトレーナー育成カリキュラム：指導スキルの獲得 
スーパーユーザーには、システム操作スキルに加え、「教えるスキル（ファシリ

テーション能力）」を重点的に訓練します。 
⚫ カリキュラム内容: 

o システム知識: 2-1 節で定義した自身のロールを超えた隣接ロールの知



識（End-to-End の全体像）を習得させます。 
o 指導スキル: 成人学習理論（Andragogy）に基づいたロールプレイ研

修、効果的なフィードバック方法、およびグループ討議を促進するファ
シリテーション技術を学びます。 

o マニュアル活用のエキスパート: 1-2 節で整備された FAQ/ナレッジベー
スの構造を完全に理解し、現場の質問に「答え」ではなく「正しい答え
へのたどり着き方」を教えられるように訓練します。 

 

(3) サポート体制の制度設計：CoP の永続的な運用 
プロジェクト終了後もスーパーユーザーがモチベーションを維持し、活動を継

続するための制度を設計します。 
⚫ 正式な承認とインセンティブ: スーパーユーザーを正式な兼任職務として任命

し、活動時間を確保します。また、貢献度に応じて人事評価や報酬に反映させ
るインセンティブ制度を組み込みます。 

⚫ CoP の定期的開催: 月次または四半期に一度、スーパーユーザーが一堂に会す
る場（オンラインを含む）を設け、「未解決の課題」「現場のベストプラクティ
ス」「システムの最新情報」を共有することを義務付けます。 

 

5.3.3.4. 企業事例：製造業 F 社の「システムオーナーシップ」確立への貢献 

大手製造業 F 社は、外部コンサルタントの依存から脱却するため、スーパーユーザ
ー制度を「システムオーナーシップ確立の手段」として位置づけました。 

⚫ 従来の課題: 従来の ERP では、システム導入後、システムが「IT 部門や外部
ベンダーのもの」という意識が強く、現場はシステム変更やエラー対応に受動
的でした。 

⚫ 事例詳細: 現場からシステム改善の提案がほとんどなく、エラーが発生しても
「IT 部門のせい」と考える傾向が強く、組織の学習と改善のサイクルが停止し
ていました。 

⚫ 施策: 
o 「業務改善リーダー」としての任命: スーパーユーザーを、単なるサポ

ート役ではなく、「自部門の業務プロセス責任者」として任命し、シス
テムへのオーナーシップ（主体性）を強調。 

o ナレッジ共有による評価: 現場からの問い合わせ解決数だけでなく、
FAQ/ナレッジベースに新しい解決策（マイクロコンテンツ）をどれだ
け登録し、CoP で共有したかを人事評価の重要項目に設定。 

⚫ 事例詳細: スーパーユーザーへの昇進・昇格ルートを整備し、組織図上でも彼
らの役割の重要性を明確化しました。 

⚫ 効果: 
o システムオーナーシップの確立: 現場社員がシステムを「自分たちの道

具」として捉え直すようになり、エラー発生時の初期対応や、業務ルー
ルの遵守意識が劇的に向上しました。 

o 業務プロセスの継続的改善: CoP の場で吸い上げられた現場の課題が、
IT 部門への正式なシステム改善要求として月に一度提出されるように
なり、現場主導の改善サイクルが起動しました。 

 

内部トレーナーと CoP は、企業を「持続的に学習し、進化し続ける組織」へと変革
させます。 

⚫ 変化への耐性（レジリエンス）の獲得: 法改正や市場変動などの外部環境の変
化が生じた際、外部の専門家を待つことなく、訓練された内部トレーナーが迅



速に影響分析を行い、必要なトレーニングコンテンツを作成し、現場に展開で
きます。これにより、組織は変化の波に対して極めて迅速に対応する真のレジ
リエンスを獲得します。 

⚫ 企業文化と標準の伝承: スーパーユーザーは、単に操作手順を教えるだけでな
く、1-1 節で決定された「なぜこの標準を採用したのか」という経営の意思
や、企業が大切にする業務ルール（コンプライアンス）を、新しい社員や異動
者に伝承する「文化の媒介者」として機能します。 

⚫ タレントマネジメントのデータ活用: CoP への貢献度や、現場のサポートを通
じて得られた評価は、「実務における問題解決能力」を裏付ける貴重なデータ
となります。このデータは、2-1 節で収集された習熟度データと合わせて人事
部門にフィードバックされ、次世代のリーダー候補を選抜する際の重要な基準
として活用されます。 

 

総括：トレーニングを通じた組織の変容 

⚫ 本章で詳述した業務標準整備とトレーニングのプロセスは、S/4HANA 導入に
おける最も重要かつ困難な変革の領域です。このプロセスは、単に新しいシス
テムの使い方を教えることに留まらず、以下の 3 つの段階を通じて、組織の業
務を根本から再構築します。 

⚫ 業務の標準化（1-1 節）: 業務を全社最適の視点から再定義し、Fit-to-Standard
を徹底することで、無駄なアドオンと非効率な個別最適を排除しました。 

⚫ 知識の形式知化（1-2 節）: 新しい業務プロセスを、知識創造理論に基づき、
マニュアルや FAQ という形式知に変換し、知識が個人の頭の中に留まるリス
クを排除しました。 

⚫ 行動の習熟化（2-1, 2-2, 3-1, 3-2, 3-3 節）: ロールベース設計、ブレンディッ
ド・ラーニング、サンドボックス演習、およびパフォーマンスサポートという
科学的な手法を組み合わせ、知識を現場で「使えるスキル」へと昇華させまし
た。 

 

このトレーニング戦略の究極的な目的は、「システムを動かす」ことではなく、「新
しい標準プロセスを自律的に改善し続けることができる 持続的な学習組織を構築す
る」ことです。 外部コンサルタントの指導が終了し、システムが稼働した後も、育成
された内部トレーナーと彼らが構築した CoP（コミュニティ・オブ・プラクティス）
が、現場の疑問を解決し、ベストプラクティスを共有し、新たな課題を吸い上げ続け
ます。この内製化された知識の循環システムこそが、S/4HANA への投資効果を長期に
わたり最大化し、企業を未来の競争環境で勝ち抜くための強靭な組織へと変貌させる
ための決定的な要因となります。 


